平成28年度　事前評価調書（総事業費10億円以上）
１　事業概要

	事業名
	都市計画道路大阪岸和田南海線（上町工区）街路事業

	担当部署
	都市整備部 交通道路室 道路整備課 建設グループ（連絡先06－6944－9280）

	事業箇所
	和泉市上町～太町

	事業目的
	本路線は、大阪市内と泉州地域を結ぶ主要幹線道路である。
本事業により、府道泉大津美原線を挟み府道大阪和泉泉南線から府道富田林泉大津線までを結ぶことで、広域的な幹線道路ネットワークを強化し、並走する現道の府道大阪和泉泉南線の交通分散化を図る。また、整備後は広域緊急交通路として位置付け、防災機能の強化を図る。　　

併せて、自転車歩行者道を整備することによる、歩行者・自転車の安全確保を目的とする。

	事業内容
	道路築造
延長：0.7km　
幅員：22.0m　
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車道：4車線（3.25m×4）
自転車歩行者道：両側（3.5m×2）

	事業費
	全体事業費：約24.6億円〔国：13.5億円、府：11.1億円〕
（内訳）調査費等　　　　約  0.5億円

用地費　　　　　約19.9億円

　　　　　工事費　　　　　約　4.2億円

	
	【事業費の積算根拠】

予備設計により、線形、断面等を設定し、数量を算出。事業費は積み上げにより算出。
	【工事費の内訳】

・道路築造工　　約3.6億円

・舗装工　　　　約0.6億円

	事業費の変動要因
	地権者への補償費の算定については概算額で計上しており、具体的な補償費は、今後の調査により確定することから、変動する可能性がある。　

	維持管理費
	約510万円／年　〔道路部：33万円／千㎡・年（過去5年府内実績より算出）〕

	関連事業
	―


２　事業の必要性等に関する視点

	上位計画等に

おける位置付け
	大阪府都市整備中期計画（案）（H28.3改訂）

	優先度
	本事業区間の北側及び南側は供用済みであり、本事業区間を整備することにより、広域幹線道路ネットワークの早期効果発現が可能となる。

	事業を巡る社会

経済情勢等
	隣接する北側の工区は平成9年12月、南側の工区は平成27年5月に供用済みである。
　

【周辺道路の交通量】
H22交通センサス
府道大阪和泉泉南線 ： 8,886台／24H

府道泉大津美原線   ：22,884台／24H



	地元の協力体制等
	和泉市より早期整備の要望がある。

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	【効果項目】
・走行時間短縮
・走行経費減少

・交通事故減少
【分析結果】
・B/C＝11.26　B＝227.4億円　C=20.2億円
※総便益及び総費用は基準年（平成28年）における現在価値で算出している。

　社会的割引率は年4％、全線供用開始は平成35年度、費用便益の算定期間は供用開始から50年としている。

【算出方法】

・国土交通省「費用便益分析マニュアル」（平成20年11月）により算出

・H17交通センサスベースのH42将来交通推計値により算出

【受益者】
・道路利用者

・地域住民


	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
	【安全・安心】

・歩車道分離により歩行者・自転車の安全が確保される。
【活力】

・災害発生時の広域緊急交通路が確保される。
・広域交通ネットワークと防災機能が強化される。
【快適性】

・十分な幅員が確保された自転車歩行者道の整備により快適性が向上する。

【受益者】

・道路利用者

・地域住民

	３　事業の進捗の見込みの視点

	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	平成29～30年度　：用地測量・詳細設計

平成30～34年度　：物件調査・用地買収

平成33～35年度　：工事

	完成予定年度
	平成35年度

	４　コスト縮減や代替案立案等の可能性の視点

	代替手法との

比較検討
	本事業区間に接続する前後区間は供用済みであるため、代替案立案の余地はない。

	５　特記事項

	自然環境等への

影響とその対策
	・周辺は市街地が形成されており、本事業において新たに自然環境に影響を与えることは

ない。
・周辺道路の交通渋滞が緩和され、大気質への負荷物質排出量の抑制に寄与する。

	その他特記事項
	－




６　対応方針（原案）

	対応方針
（原案）
	○事業実施
＜判断の理由＞

・本事業により、広域的な幹線道路ネットワークが強化され、並走する現道の府道大阪和泉泉南線の交通量が分散化される。

・整備後は、広域緊急交通路として位置付け、防災機能の強化を図る。

・十分な幅員が確保された自転車歩行者道を整備することにより、歩行者・自転車の安全が確保され、快適性が向上する。
以上の理由から、事業を実施する。
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